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平成２２年度

１．平成２２年度 研究主題

２．主題設定の理由

本校は知的障害者を対象に、将来の「職業自立」を目指した職業教育を実践してき

た。職業教育の中核をなすのは「専門教科」の授業であり、その授業数は週１５時間、３

年間で１３００時間にも達する。本校の職業教育の特色は各専門コースに分かれて行う

「もの作り」で、それらの活動を通す中で「働く力」の基礎・基本の定着を図っている。そ

の学習活動は専門的な知識技能の習得に傾斜せず、働くことの大切さの理解を促し、

「労働意欲」や「態度」を伸長させる「心の教育」に力を注いできた。開校から１３年が経

ち、４４２名の卒業生を実社会に送り出した。卒業時の就職率は９８パーセントであり、卒

業生の就労率（離職後、再就職するなど事業所に就労している率）を見ても約８割と高

い数値を示している。これらの結果は、これまでの本校の職業教育の、知的障害の障

害特性に応ずる実践になっていたためと考えられる。

しかし、高い就職率・就労率で合っても「離職」の問題から目を離すことはできない。

本校の進路指導部の調査から卒業生の離職の原因を見ると、際だって高いのが「人間

関係の不具合」と「労働意欲の減退」である。人間関係の不具合は、コミュニケーション

力の未熟さなどにより、同僚や接客場面になどにおいて生じている。また、勤労意欲の

減退は、単調な作業の繰り返しや自身の作業能力を超えた仕事を強いられたときなど

に自信を失うなどして起きていると考えられる。いずれにせよ、原因を精査していくと、

本人が対処できる力を身につけておけば、離職に至らなかったであろう事例が多々見

られる。

一般に職場適応の現状を見ると、周囲が職場環境等を調整するには限界があり、

本人自身が環境に対してある程度の自己調整力を身につけていることが求められて

いる。その調整力を職業教育を通す中で培っていくことが、離職をまねかないための一

助になることに間違いないであろう。本校の生徒にも同様なことが言え、身につけたい

就労のための力の一つである。職業適応を促す方法は個人の必要性によって異なる

が、全般に身につけて欲しいことは、働くことへの「能動的な気持ちと姿勢」を持ち続け

ることであろう。このことは、本校がこれまで重視してきた心の教育の根幹につながる

ところでもある。

平成２２年度より開設される第二キャンパスには、新学科が設置されると共に１学年

が１２０名となり、全国的に見ても高等部単独の特別支援学校としては大規模な学校へ

勤労観・職業観を育てる専門教科のあり方

~第二キャンパス開設に伴う新しい職業教育の構築を目指して～
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と様相を変えていくことになる。生徒の実態も本校が対象としてきた障害程度が軽度

から中度へと幅が広がることが想定される。しかし、本校の規模や生徒の実態が変化

したとしても、企業就労を目指した職業教育の展開が揺らぐことはない。このことから、こ

れまでの本校の職業教育のあり方を実践研究として進めたい。具体的には、第二キャ

ンパスの開設により変化する専門教育のあり方について、各年時での目標や活動内容

を明らかにし、段階的に成長を促す編成を整えていくなどこれまでの本校の特長を活

かした教育課程作りを進めていきたい。また、本校が推進してきた勤労観を培う実践に

ついて、その力を身につけるための指導・支援のあり方を探ることを目的に本研究主題

を設定した。

３．研究の内容と方法

（１）研究の内容

①生徒の実態に応じた授業づくりを行う。

定員増や新学科・コース開設に対応した授業作りを各学科コース毎に検討

し、実践する。

（２）研究の方法

①ＰＤＣＡサイクルに基づき授業改善を行う。

Ｐｌａｎ （新体制に即した授業計画の作成）

Ｄｏ （授業実践）

Ｃｈｅｃｋ （あらわれをもとに支援の方法を評価）

Ａｃｔｉｏｎ→Ｐｌａｎ（再考・改善）

②専門教科授業見学会を行う

他の学科・コースの現状や課題、指導内容を把握するために「専門教科

授業見学週間」を設け、授業を見合う。

③授業研究会の実施

各コース毎に研究授業を行い、授業者以外の意見も幅広く取り込むようにす

る。その際に「ワークショップ方式」を導入し、参観者が主体的に協議会に臨め

るように工夫をする。

④講師を招聘しての校内研修会の実施

勤労観・職業観についての共通認識を図るため就労支援に精通している

専門家を招き、校内研修会を行う。

５ 年次計画（３年計画）

１年目 ・研究テーマの共通理解

（２０１０年度） ・授業研究

２年目 ・昨年度の反省を活かしさらに授業の改善を行う。

（２０１１年度）

３年目 ・３年間にわたる系統的な指導方法・内容の構築

(２０１２年度）


